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近畿圏における交通の概況

資料４
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○近畿圏の面積，人口，生産高の全国におけるシェア

資料：（面積）平成12年国勢調査
　　　　（可住地面積）総務省統計局統計表データ
注：可住地面積＝総面積－（森林面積＋原野面積＋湖沼面積）

面積と可住地面積の府県別シェア（Ｈ１２）

（内円：可住地面積割合）

資料（面積・人口）平成12年国勢調査
　　（総生産額）「県民経済計算年報」及び「長期遡及推計県民経済計　
　　　　　　　　　算報告」経済企画庁経済研究所

面積と人口の対全国シェア（近畿圏，関東圏）

人口・面積（Ｈ１２）　総生産額（Ｈ１１）

注：（近畿圏）滋賀県，京都府，大阪府，兵庫県，奈良県，和歌山県
　（関東圏） 茨城県，栃木県，群馬県，埼玉県，千葉県，東京都，神奈川県，山梨県
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○近畿圏の人口の推移と見通し

資料（S45～H12）国勢調査
　　　　　　（H17～）国立社会保障・人口問題研究所

近畿圏の人口推移と見通し

資料（S45～H12）国勢調査
　（H17～）国立社会保障・人口問題研究所

人口の対全国シェア（近畿圏，関東圏）の推移
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○近畿圏の都心への人口回帰

資料：国勢調査
注：（大阪市都心部）北区，中央区，西区
　　（京都市都心部）上京区，下京区，中京区、東山区
　　（神戸市都心部）中央区，兵庫区
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○近畿圏の世代別人口の推移とその見通し

資料（S45～H12）国勢調査
　　（H17～）国立社会保障・人口問題研究所
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○近畿圏の経済の動向（製造品出荷額，失業率）

資料：「工業統計表」通商産業省
注：従業者4人以上の事業所

製造品出荷額の推移

4,896
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資料：「労働力調査報告（地域別完全失業率　年平均結果)」総務省

　　近畿圏の失業率の推移

資料：「労働力調査報告
　　　（平成14年都道府県別年平均（試算値））」総務省

失業率の順位（Ｈ１４）
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順位 都道府県名
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失業率
（％） 順位 都道府県名

完全
失業率
（％）

1 沖縄県 8.3 25 茨城県 4.8

2 大阪府 7.7 25 佐賀県 4.8

3 福岡県 6.9 27 山形県 4.7

4 京都府 6.6 27 群馬県 4.7

4 兵庫県 6.6 27 香川県 4.7

6 宮崎県 6.4 27 高知県 4.7

7 秋田県 6.3 31 岡山県 4.6

8 宮城県 6.2 31 広島県 4.6

9 北海道 6.1 33 新潟県 4.5

9 青森県 6.1 33 山梨県 4.5

11 岩手県 5.8 33 岐阜県 4.5

11 埼玉県 5.8 36 三重県 4.4

11 和歌山県 5.8 37 滋賀県 4.3
14 奈良県 5.7 37 山口県 4.3

15 福島県 5.6 39 石川県 4.2

15 東京都 5.6 40 栃木県 4.0

15 熊本県 5.6 40 静岡県 4.0

18 長崎県 5.5 40 愛知県 4.0

19 愛媛県 5.4 43 長野県 3.9

20 徳島県 5.3 44 鳥取県 3.7

21 神奈川県 5.1 45 富山県 3.6

22 千葉県 5.0 45 福井県 3.6

23 大分県 4.9 47 島根県 3.5

23 鹿児島県 4.9
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○近畿圏の自治体の財政状況

資料：「地方財政統計年報」総務省
注：（　）内は税収/歳出額

近畿圏の歳出額・税収の推移

資料：「地方財政統計年報」総務省

府県別の財政規模（歳出額）（Ｈ１２）
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資料：総務省自治財政局財務調査課調
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○近畿圏の主要プロジェクト

関西の主要プロジェクトマップ

大阪府・大阪市
　・大阪駅周辺・中之島・御堂筋周辺地域
　・難波・湊町地域
　・阿倍野地域
　・大阪コスモスクエア駅周辺地域
　・堺鳳駅南地域
　・堺臨海地域
　・守口大日地域
　・寝屋川駅東地域

京都府・京都市
　・京都駅南地域
　・京都南部油小路通沿道地域
　・京都久世高田・向日寺戸地域
　・長岡京駅周辺地域

兵庫県・神戸市
　・神戸ポートアイランド西地域
　・神戸三宮駅南地域
　・尼崎臨海西地域
　・西日本旅客鉄道尼崎駅北地域　　以上16地域

資料：都市再生緊急整備地域一次指定・二次指定

近畿圏の都市再生プロジェクト



10資料：２１世紀国土交通のグランドデザイン（案）「国土交通のビジュアル・マップ（案）」
注：旅客航路についてはH14.10現在の航路

○近畿圏の鉄道，幹線道路，航路，空港，港湾の状況

10年前 現在（Ｈ１３）
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○関西国際空港，大阪国際空港，新大阪駅，京都駅，新神戸駅，大阪港，神戸港の
　利用状況

資料：「空港管理状況調書」，JR東海・JR西日本資料
注：関西国際空港・大阪国際空港・新神戸駅は乗降客数。
　　新大阪・京都駅は乗車数の２倍とした。

関西国際空港，大阪国際空港，新大阪駅，京都駅，新神戸駅
の乗降人員（Ｈ１３）

資料（大阪港）大阪市港湾局「港勢一斑」
　　　（神戸港）神戸市港湾整備局「神戸港大観」

大阪港，神戸港の貨物取扱量（Ｈ１３）

（百万トン）
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○近畿圏の府県間旅客流動，交通モード別旅客量の推移

近畿圏の府県間旅客流動（Ｈ１２）
資料：旅客地域流動調査
注（　）内は総旅客量に対する割合

近畿圏の交通モード別旅客量の推移（発計）
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○近畿圏の府県間貨物流動，交通モード別貨物量の推移

近畿圏の府県間貨物流動（Ｈ１２）
資料：貨物地域流動調査
注（　）内は総貨物量に対する割合

近畿圏の交通モード別貨物分担率の推移（発計）
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太さ：全目的流動量（人/日）10,000トリップ以上

流動量の伸び率(H2→H12)
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200,000

300,000
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1.0未満

1.0～1.2
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1.5以上

○京阪神圏の地域間旅客流動

資料：第４回京阪神都市圏パーソントリップ調査

流動量の伸び率
（H2を1.0とした場合のH12の値）
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○京阪神圏の地域間旅客流動（鉄道利用）
太さ：鉄道流動量(人/日）5,000トリップ以上

鉄道流動量の伸び率(H2→H12)
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資料：第４回京阪神都市圏パーソントリップ調査

流動量の伸び率
（H2を1.0とした場合のH12の値）
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40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75歳以上

      計

S55
H2
H12

女性

資料：京阪神都市圏パーソントリップ調査

○京阪神圏の
　　年代別トリップ数の変化
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○京阪神圏の鉄道，バス，自動車等の分担率

資料：第４回京阪神都市圏パーソントリップ調査 （ H12）
　　　第４回東京都市圏パーソントリップ調査（H10）
注：平成２年パーソントリップ調査圏域内の集計

京阪神都市圏（H12）

鉄道
18.9%

バス
2.8%

二輪
22.3%

徒歩
24.5%

自動車
31.4%

東京都市圏（H10）

鉄道
25.5%

バス
2.4%

二輪
16.7%

徒歩
22.3%

自動車
33.1%
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○高齢者，生産年齢者，若年者の交通行動の比較

資料：京阪神都市圏パーソントリップ調査
注：平成２年パーソントリップ調査圏域内の集計

京阪神都市圏の高齢者（65歳以上）人口及び
運転免許保有人口の推移

資料：京阪神都市圏パーソントリップ調査
注：平成２年パーソントリップ調査圏域内の集計

京阪神都市圏の年代別代表交通手段の推移

若年者（5～14歳）生産年齢者(14～64歳）高齢者（65歳以上）

3%

3%

鉄道

5%

4%

バス

10%

5%

自動車

82%

88%

徒歩二輪

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000

凡例

H2

H12

（千トリップ／日）

鉄道

23%

21%

バス

3%

2%

自動車

31%

37%

徒歩二輪

43%

39%

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000

凡例

H2

H12

（千トリップ／日）

11%

14%

鉄道

7%

7%

バス

24%

15%

自動車

57%

64%

徒歩二輪

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000

凡例

H2

H12

（千トリップ／日）

S55
（千人）

H2
（千人）

H12
（千人）

H12/H2
(伸び)

免許保有者数 83 211 674 3.2

非保有者数 1,287 1,655 2,177 1.3

計 1,370 1,866 2,851 1.5
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○運輸政策審議会第10号答申（平成元年５月）の概要

＜運輸政策審議会答申第10号時の
　　　　　　　　社会・経済的状況＞

　○東京への一極集中進展による格差拡大
　○人口の増加構造
　○大規模プロジェクト等の進展による社会経済活動の活性化

＜運輸政策審議会答申第10号時の
　　　　　　　　社会・経済的状況＞

　○東京への一極集中進展による格差拡大
　○人口の増加構造
　○大規模プロジェクト等の進展による社会経済活動の活性化

＜運輸政策審議会答申第10号時の
　　　　　　　　　　将来展望＞

　○ニュータウン等を中心とする常住人口の増加
　○郊外部における従業，従学人口の増加
　○旅客流動の増加

＜運輸政策審議会答申第10号時の
　　　　　　　　　　将来展望＞

　○ニュータウン等を中心とする常住人口の増加
　○郊外部における従業，従学人口の増加
　○旅客流動の増加

＜運輸政策審議会答申第10号の政策目標＞
　
　○関西国際空港，関西文化学術研究都市等の大規模プロジェクト等の

進展に伴う大量・定期的流動への対応
　○車内，主要ターミナルにおける混雑の緩和
　○乗り継ぎ不便の解消，路線間の連絡性向上，列車高速化等による到

達時間短縮等鉄道サービスの高度化

＜運輸政策審議会答申第10号の政策目標＞
　
　○関西国際空港，関西文化学術研究都市等の大規模プロジェクト等の

進展に伴う大量・定期的流動への対応
　○車内，主要ターミナルにおける混雑の緩和
　○乗り継ぎ不便の解消，路線間の連絡性向上，列車高速化等による到

達時間短縮等鉄道サービスの高度化

＜運輸政策審議会答申第10号時で
　整備すべき又は整備に着手すべきとされた路線＞

約　２２０ｋｍ
そのうち事業化されたものは約７０％

＜運輸政策審議会答申第10号時で
　整備すべき又は整備に着手すべきとされた路線＞

約　２２０ｋｍ
そのうち事業化されたものは約７０％
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○京阪神圏の鉄道整備の状況
　　（答申第１０号後の進捗状況）

20
資料：運輸政策審議会答申第１０号

1565.9　km現在（事業中路線含む）

1395.1　km答申第１０号当時

路線延長
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○京阪神圏の鉄道の混雑率と乗換時間

資料：都市交通年報
注：首都圏とは東京駅を中心におおむね半径50kmの範囲

都市圏別混雑率

資料：大都市交通センサス（Ｈ１２）
注：近畿圏は三重県を含んだ値

乗換時間等の比較

（分）

4.74

4.24

4.26

4.17

3.8 4.0 4.2 4.4 4.6 4.8

近畿圏

関東圏

ピーク時 オフピーク時

243.5260.5

61.2

55.9

0

50

100

150

200

250

300

近畿圏 関東圏

平
均

移
動

距
離

(m
)

52.0

54.0

56.0

58.0

60.0

62.0

平
均

歩
行

速
度

(m
/分

）
平均移動距離（m）
平均歩行速度(m/分）

平均乗換所要時間 上下方向の乗換移動距離水平方向の乗換移動距離

（m）

19.1

18.3

18 18 19 19 20

近畿圏

関東圏

平均移動距離

144

176

100

120

140

160

180

200

220

S60 H2 H3 H5 H6 Ｈ7 Ｈ8 Ｈ9 Ｈ10 H11 H12

（混雑率%）

京阪神圏 首都圏
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バリアフリー化
バス
13.0%

リフト付き
バス
1.6%

低床バス
11.5%

ノンス
テップ
バス
5.8%

バリアフリー化
バス
10.8%

低床バス
10.1%

リフト付き
バス
0.7%ノンス

テップ
バス
4.5%

○近畿圏のバリアフリー化率

資料：国土交通省鉄道局，近畿運輸局鉄道部調べ
注：エレベーター，エスカレーター設置駅は，
　　　乗降客数５千人以上かつ高低差５ｍ以上の駅

鉄軌道駅のバリアフリー化施設整備状況
（平成１３年度末現在）

資料：国土交通省自動車交通局，近畿運輸局自動車交通部調べ
注：（比率）は，バス総車両数に対する比率

バスのバリアフリー化車両導入状況
（平成１３年度末現在）

47.2%
66.1%62.2% 67.0%

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%

100%

近畿運輸局
管内

全国 近畿運輸局
管内

全国

エレベーター
設置駅

エスカレーター
設置駅

近畿運輸局管内

バス総車両数：8,515

全国

バス総車両数：57,992
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○近畿圏のコミュニティバスの運行状況

コミュニティバス

　民間のバス会社がビジネスでは成立しないとした路線
　について，地方自治体がまちづくりなど住民福祉の向　
　上※を目的として，自らが主体的に運行を確保するバ
　スのこと。
　　※　住民福祉の向上例
　　　　・交通空白地域・不便地域の解消
　　　　・高齢者等の外出促進
　　　　・公共施設の利用促進を通じた「まち」の活性化　等

資料：近畿運輸局自動車交通部調べ

近畿管内の導入状況（合計25市，57町村）
平成1５年1月末現在

11市1町大阪府

5市4町京都府

5市16町兵庫県

1市3村奈良県

2市8町和歌山県

1市25町滋賀県

資料：近畿運輸局自動車交通部調べ
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○近畿圏のモード別旅客流動量の推移

資料：旅客地域流動調査

全機関

13,209 14,154 14,020 13,699 13,131 13,626
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5,000
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0
200
400
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1,000
1,200
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6,429
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○近畿圏の交通事業者の運輸収入の推移

資料：近畿運輸局業務要覧
注（　）内はＨ９を1.00とした場合のＨ１３の値

9,241

8,885

8,648

8,625

4,596

4,471

4,384

2,030

2,049

2,000

1,972

1,990

1,991

1,934

1,898

 8,511(0.92)

4,751

 4,326(0.91)

750

790

774

764

 752(1.00)

 1,964
(0.97)

 1,861
(0.93)

516(0.86)

529

510

519

600

0 5,000 10,000 15,000 20,000

H9

H10

H11

H12

H13

（億円）

JR 大手 中小 公営 バス 航路
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○大手民鉄５社（近鉄，南海，京阪，阪急，阪神）の工事投資額の推移

資料：近畿運輸局業務要覧

197

157

94

35

29

454

384

380

369

287

111

109

106

100

81

8

20

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900

H9

H10

H11

H12

H13

（億円）

輸送力増強工事 踏切及び運転保安工事 サービス改善工事 その他工事
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○運輸部門から排出される二酸化炭素（ＣＯ２）の状況（Ｈ１２年度）

資料：国土交通省総合政策局資料

自家用乗用車
（含むバン型）

57.9%

自家用貨物車
10.8%

営業用貨物車
15.6%

バス
1.5%内航海運

5.8%

エネルギー転換部門
6.9%

工業プロセス4.3%
廃棄物2.0%

その他0.4%

運輸部門
20.7%

(256百万t-CO2）

民生部門
25.7%

産業部門
40.0%

航空4.1%

鉄道2.8%

タクシー1.5%
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兵庫県ＮＯx（H13）
自動車排出ガス測定局

達成
局

86%

未達
成局
14%

大阪府ＮＯx（H13）
自動車排出ガス測定局

達成
局

68%

未達
成局
32%

兵庫県ＳＰＭ（H13）
自動車排出ガス測定局

未達
成局
56%

達成
局

44%

○自動車から排出される二酸化窒素（ＮＯ2 ）及び浮遊粒子状物質（ＳＰＭ）の状況
　　（Ｈ１３年度）

資料：各府県資料

大阪府ＳＰＭ（H13）
自動車排出ガス測定局

達成
局

32% 未達
成局
68%

大阪府 兵庫県

大阪府 兵庫県

注（NO2環境基準）1時間値の１日
平均値が0.04ppmから0.06ppmまで
のゾーン内又はそれ以下であるこ
と。

二酸化窒素の環境基準達成状況

浮遊粒子状物質の環境基準達成状況

ＮＯ2

ＳＰＭ

注（SPM環境基準）1時間値の１日
平均値が0.10mg/m3以下でありか
つ１時間値が0.20mg/m3以下であ
ること。
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○近畿圏の低公害車保有車両の推移

資料：近畿運輸局自動車技術安全部資料

3,265

5,605
7,559
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12,208
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○近畿圏における事業用CNGトラック・バス等の導入状況

資料：近畿運輸局自動車技術安全部，大阪ガス資料
注：特種車含む

775
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116 134 170
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41

33
30
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○　ＩＣカードの導入

鉄　　道

ＩＣＣＡＲＤ

バ　　ス

ＫＩＯＳＫ
ＩＣＣＡＲＤ

駅での物販等

ＣＡＲＤ

ＣＡＲＤ
ＩＣＣＡＲＤ

￥
￥

カードチャージ

かざすだけ！

異なる事業者間の
共通カード

キャッシュレス！

バスでも便利！カード購入

【交通系ＩＣカード導入の意義】
　◎利便性の向上　　・パスケースから出す必要なし，乗り越し精算不要など
　　　　　　　　　　・公共交通空間のキャッシュレス化（切符購入不要，物販機能の追加）
　◎都市機能の向上　・鉄道駅での混雑緩和→通勤混雑緩和
　　　　　　　　　　・バス乗降時間の短縮→道路渋滞緩和

【複数事業者間の共通化・相互利用化（１枚のカードで複数の交通機関の利用可） 】
　◎乗継の円滑化→都市交通のシームレス化
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○自動車，鉄道，海難事故の推移

資料（自動車事故）警察庁交通局統計資料
　　　　（鉄道事故）近畿運輸局業務要覧　　
　　　　（海難事故）海上保安庁統計資料

自動車交通事故（件数・死者数）
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○近畿圏への入込み観光客数の推移

資料：各府県・政令都市資料
注：平成10年を100とした場合の値
　　入込客数の把握方法が異なるため地域間の比較はできない。

観光入り込み客数の推移

単位：万人
資料：各府県・政令都市資料
注：入込客数の把握方法が異な
るため地域間の比較はできない。

府県別観光入り込み客数
（Ｈ１３）

H13

滋賀県 4,399

京都府 6,396

大阪府 13,982

兵庫県 11,918

奈良県 3,549

和歌山県 3,026

京都市 4,132

大阪市 10,118

神戸市 2,738

103（滋賀県）

106（京都府）

109（大阪府）
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○近畿圏への外国人観光客の訪問率

資料：訪問外国人旅行者調査(2001－2002）国際観光振興会(JNTO)
注：　　　　は延べ訪問率
　　　関東圏は山梨県を除いた値

近畿圏，関東圏の外国人観光客訪問率

H13

滋賀県 0.7

京都府 15.8

大阪府 25.2

兵庫県 5.5

奈良県 4.9

和歌山県 1.1

単位：％
資料：訪問外国人旅行者調査　
　　　　(2001－2002）
　　　国際観光振興会(JNTO)

外国人観光客の府県別
訪問率（Ｈ１３年度）
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